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1.最近 の 動 き/CurrentT◎pics
◎ ハ ー バ ー ド大 学(JFKスク ー ル)と の 研 究 協 力 に っ い て/ResearchCooperati◎n
betweenNISTEPandHarvardUniv.JFKSch◎ ◎}◎fG◎vern田ent
この度、ハーバー ド大学JFKスクールの科学技術政策プcrグラムの研究 グループ
との聞で、国際的技術移転 メカニズム、日米間の科学技術関係等の科学技術政策研
究全般に関 し、情報交換、研究者の交流等研究協力を行 うことで合意 し、レターの
交換を行 うこととなった。
?
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◎研 究 会等/ResearchMeeting
STSC研 究 会第2回会合 の開催
STSC研究 会(ScienceTechnologySocietyC◎mmunication)の第2回会 合が1月24
日、当研究所 にお いて開 催 され、科学 技術 と社会 の調和 の 問題 を どのよ うな切 口で
取 り上 げ、検 討を進 あて い くか にっ き活発 な議論 が行 われ た。
◎平成 元年度 政府 予算原 案 につい て/GovemmentalbudgetPlanforFY1989
1月24日、平 成時 代初年 度予算 の政府 案が 決定 した。 当政 策研 は、総 額3億9,838
万円 と、前年 度(7月1日以 降の予 算)に比べ5鍋増、平 年度 ベ ー ス(1年間の予算 に直
した もの)と比べて も12.5%増の 高 い伸 び とな った。
増額 の主 な内訳 は、基礎 研究 に関す る日米 欧比較 共同 研究(新 規)13百万 円、科 学
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技術指標の開発・整備の うち論文サイテー ション(被引用度)関連指標データの収
集H百 万円、情報処理 システムの整備開発8百万円増(平年度ベース)など。
2.研究 ノ ー ト/ResearchNote
「理工系学生の進路動向予備調査」
1.調査の目的
(1)目的
我が国の就業構造 自体は、経済の高度化の中で第三次産業従事者の割合が増加
して きてお り、経済の ソフ ト化が急速 に進んだ ことを示 している。
このような中で最近、理工系学生の就職先にっいて、"製造業離れ、サー ビス業
志向鈴が強いという指摘がなされており、このような傾向が続 くとすれば、科学技
術の将来の発展にとって重要な人材の確保が懸念 されるところである。
本調査は、このような理工系学生の最近の就職動向の実態を明 らかにすること
が、今後の科学技術政策の展開 にとって極めて重要であるとの認識に立 って、本格
的な調査の手がか りを得るため、統計及びサ ンプル調査を実施 した ものである。
なお、調査にあたって、"製造業離れ、サー ビス業指向"をどのよ うな業種 に着目
して整理す るかが重要な前提 となるので、日本産業分類に基づいて、本調査では、
次 に掲 げる業種区分によることとした。
① 製 造 業:日 本産業分類の製造業。
② 非メーカー:国 勢調査で用い られている第三次産業か ら「電気・ガス・熱供
給 ・水道業」、「運輸・通信業」、「サービス業の うちの教育」、及
び「公務」を除いた もの。
{すなわち、大 まかには 「非メーカー」一 「金融 。保険・商社等」
=(不動産業+コ ンピュータソフ ト業+コ ンサルティング業+
α)の業種であり、専門技術的なサー ビス業を包括するもの と
考え られる。}
③ 金融 ・保険 ・商社等:日 本産業分類の 「卸売・小売業、飲食店」と「金融・保険業」
の合計で「非メーカー」の内数。
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④ 金融・保険:日 本産業分類の「金融・保険業」で「金融・保険・商社等」の内数。
(2)考え方
調査にあたっては、文部省の「学校基本調査報告」の統計数字をもとに理工系学
生の昭和40年以降の就職状況の全国的な推移を分析するとともに、地域、学科の特
徴等を考慮 して選定 した若干のサンプル(10大学、62学科)に っいて、 詳細調査
を行い、理工系学生の近年の就職動向の実態を把握することどした。
併せて、今後の調査の参考 として大学関係者に対する面接調査を実施 した。
2全 国的 な就職動 向 の推移
学 部卒 業者 の就職状 況の推 移(表一1参照)に ついて は、
① 「製造 業」へ の就職割 合 は、昭和40年に比 べ 、50年、55年に は減少 し、60年に一 時
増 加 した ものの、 その後 再び減少 傾向 にあ る。
② 「非 メー カー」へ の就 職割 合 は、昭 和40年に比 べ、5◎年、55年に大幅 に増 加 し、60
年以 降 も増加 傾向 にあ る。
③ 「金融 ・保険 ・商社等 」、「金 融 ・保 険」へ の就職割 合 は、昭和40年に比 べ、5◎年 、55
年 に増 加 し、6◎年 に一 時的 に減少 したが、そ の後 再 び増加 傾 向 にあ る。
特 に「金融 ・保険」は昭和62年か ら63年にか けて倍 増 して お り、今 後 この傾 向
が続 くのか どうか注 目され る。
④ 「製造 業」へ の就職者 数 は、理学部 、工学 部 と も昭和63年は、62年よ り減少 した。
表 一1学 部卒 業就職 者 の業種別 推移 就職者数 く)内は%
卒 業 年 く昭 和)唱 4◎ 50 §5 6◎ 62 63・
卒 異 者 散
理 4,748 9,504 11,554 鐙,698 13,389 13,385
工 30,121 65,422 73,508
、
71,396 75,843 ?6,362
就 職 者 数
理 3,522(74)6,408(67)7,590〈66) 8、7§6(§9) 9,2斑(69)9,257(69)
工 26,698(8§)54.234〈83)62,131(85)§9,216(83)61,883(82)61,822(81)
製 造 業
理 1,8◎6(51)2,346(37)2,1§5(29) 3,銅0〈39)3,610(39)3,083〈33)
工 17,6§6(66)27,848(51)31、473(51)35,373(§0)36,1§7(58)32,829〈53)
非 メ ー カ ー
理 324〈§.3)1,742(27)1,925(25)2,498(28)3,079(33),440〈37)
工 1,226(4.6)7,960(15)10,354(1マ)8,劔5(15)11,074(18)2,86◎(21)
金融 ・保険 ・商社 等
理 194(5.5)886(14)758〈10) 萌3(5.1) 596(6.4)718(7.8
工 §48(3.6 4,851(8.9)5,η9(9.3 2,512〈4.2)2,855(4.6)4,013(6.5
金 融 ・保 険
理 79(2.2)349(5.4)172(2.3)1?2(2.0)250(2.7)380(4.1)
工 94(0.4)641(1.2)457(1.5454(0.8)586(0.9)1,193(1.9
(注1)蹴離 散欄のO内は卒業鰍 に対する就儲 の総 、他の欄の⇔ 内職 職者数に対す礁 種別魏魏 合
(注2):文部省 「学校基本調査報告」の統計数字に基づいた
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修士課程及び博士課程修了者について も分析を行 ったが、昭和60年以降、f非メ
ーカー」、「金融 ・保険・商社等」への就職割合に増加傾向が認められ るものの、これ
らへの就職割合は全体的に学部卒よ り低く、就職者数 も少なかった。
3.サンプル調査にみる近年の就職動向
詳細については、現在取 りまとめ中であるが、サ ンプル調査全体について、昭和
61年か ら63年までの「非 メーカー」、「金融・保険・商社等」への就職割合の年変化を
み ると学部卒業者、修士修了者 とも増加傾向を示 してお り、(表一2参照)その増加
割合は、学校基本調査報告の全大学平均値と同程度であ る。
しか し、個々の学科毎に学部、修士の別も考慮 して年変化をみると、卒業者数が
少ないこともあ り、傾向は様 々で断定することは困難であった。
表 一2学 部卒業及び修士修了就職者の年変化の傾向 人数()内は%
学 歴 学 部 鰹 士
卒 業 年 例 和) §! 62 63 鑓 62 §3
卒 業 者 致
理 635 §39 §3?
エ 3,?84 3,764 3,?47
就 職 者 数 理 34§〈54)
324《51) 329(§2) 別 113 139
工 2,533〈67) 2,5§5(68) 2,458㈱) 781 1,◎0◎ 1,◎39
製 造i漿
理 烈 茎 《61) 193《60) 169《5▲) 6§(76) 86く?6) 73《53)
工 三.§14(76) 1,849《了2) 1。6亘4(66) 661《85) ?68《η) 697(67)
非 メ ー カ ー
理 1◎8(31〕 120《37) 126《38) 1◎〈1ユ) 16《14) 3?《27)
工 3了8《15) 4§2《1§) 543(22) 4§《5.8) 83($.3)1鰭(12)
金融'録験商 社等
理 17《4.§) 31ζ9.6) 37《11) 2(2.2) 4(3、5) 12(8.6)
工 蓋68(6.6) 2◎5《8。0) 257《三ω 8u。o) 21(乞1) 35《3.4)
金 融 ・撮 験
理 4(1.2) 17(5.2) 18《5.5) 2《2.2) 3(2.?) 8《5.8)
工 38《1.5) §5《2.2) 119(4.8) 2(◎.3) 7ω.7) 19《1.8)
(注):就識者致の%は対卒業者致、他の%は対就職者致
4.大学 関 係者 に対す る面 接調 査結 果
就職 先調 査 に際 して 、大学関 係者37名に対 して 面接調 査 を実施L .たが ・"製造 業
離れ 、サ ー ビス業志 向"に 対 す る見解 にっいて みて も、① 憂慮 して い る ② 当然
で あ り問題 とは考え ない ③ 一時 的 ブームで あ り静観 、な ど意 見 は様 々であ った。
5.まとめ
学校基本調査及び当所で行 った事例調査とも、全体的な傾向 としては、昭和55年
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以降停滞 していた"製造業離れ"の傾向が再燃 していることを示 している。 しか し
このような傾向が継続するか どうかは、即断 し難いので、今後さらに求人側の調査
や学生意識の調査等を行い、 このような傾向の把握に努めていく必要があると考
える。
3.来所 講 演 概 要/SummaryoftheLectureatNISTEP
?
?
?
「ソフ ト化社会における政策研究」
平澤怜 東京大学教授(昭 和63年12月2◎日、於:当研究所)
(本稿は、ページ数の関係 もあ り、講演の骨子を当所 にてまとめたものでありま
すので、さらに詳 しい内容をご希望の方は＼当所第2調 査研究Gま で ご連絡下
さい)
エ.講演の前提
(1)政策研究は、 ソフ ト系科学技術に属す るひとっの対象領域である。
(2)政策研究一般ではなく、科学技術政策研究 に的を絞 って講演する。
2.科学技術政策研究の概況
(1)科学技術政策の一般的特色
①対象の専門性が高い。
②対象 自体に対す る研究が遅れている。
③生活や社会に対する影響は、根源的ではあるが、間接的、長期的に現れ る。
(2)科学技術政策研究の政策への反映
欧米の科学技術政策研究機関の担当者等 との論議を通 じて明 らかとなった共
通の問題点は、政策研究の成果が具体的な政策に反映 されないことであり、
そのための方策と して、 ヒューマ ン ・ファクターを取 り入れた成果の評価 シ
ステムの確立の必要性を異口同音に訴えていた。
3。科学技術政策の決定過程に係る事項
(D研究開発組織の特殊性
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①科学技術の研究は高い専門性を有することか ら、上級者は 「権限」はある
が 「知識量」が少 なく、下級者は「知識量」はあるが「権限」が少ないという逆
相関を成 している。
②上層部か ら基本的方向や枠組みが提示 され、下層部はそれを踏 まえて具体
的なテーマを作成するのが健全な姿である。
③そのためには、上級者の意志が適切に下級者 に流れる情報伝達手段の確保
とテーマが基本的方向や枠組みに合致 しているか否かを判断する評価制度
の確立が必要である。
④現実には、下級者が重要 と思 うテーマがその意に反 して、上級者に選別 ・
棄却されたり、上級者の意志が途中で骨抜 きになったりす るケースがある。
(2)科学技術政策の策定カテゴリー
①答申、基本法、指針等(省 庁→財政当局→内閣)
②新制度及び組織(外 局→省庁→財政当局)
③新規テーマ(研 究開発機関→外局→省庁)
(3)政策担当者へのア ンケー ト調査結果
通商産業省、科学技術庁等の政策担当者を対象 に、その思考過程 と行動様式
に関するアンケー ト調査を行 った結果は次の とお りである。
① 日常的な情報処理手法としては、集計 ・作表、図形 ・グラフ、ブ レー ンス
トー ミングをよ く用いてお り、手法の有効性 としては、ブレーンス トー ミ
ングが一番高い。
②政策の概念的枠組みの形成過程 における情報行動 としては、研究者 との個
人的接触、内部勉強会が頻度、有効性 ともに高い。
③施策への具体化段階における情報行動としては、内外諸機関の視察 ・政策
制度の把握、政策担当者 との個人的接触が頻度、有効性 ともに高い。
④予算査定段階においては、政策 内容の良 さ、国際的動向の影響とが大で あ
る。
(のソフ トの概念
政策研究を対象領域 として包含す るソフ ト系科学技術の概念について言及
すると、
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①ハー ドとは、実体として存在する対象で、自然の摂理により決まるもの。
② ソフ トとは、人間によって知覚され、人間の内部過程を通 って表象された
もので、チェックラン ドによれば、次の二つに分類 され る。
○人工的抽象 システム
人間の内部過程を経て抽象化 された対象
○人間活動 システム
人間の自己意識によって実現 される活動
(5)科学技術政策の評価方法
①外在的評価方法(ヨ ーロッパ流)
政策課題を評価の対象として外在化 し、合理的に評価する通常の評価方法
②内在的評価方法(日 本流)
判断を行 う人間その ものをシステムに取 り込む評価方法
今後は、外在型評価方法を精密化するアプローチに加え、価値を内包す る人
間その ものをいか に効率的にシステムや組織に取り込んでい るかを評価基準
とす る内在型評価方法を発展 させるべきであ り、そのための研究の重要性 が
増大 している。
4.その 他/OtherTopics
◎人 事往 来/Staff
○第2研究 グループの鈴 木博主 任研究 官 が、1月12Hから2月19日まで の約 玉カ月 間 、
米国ltSF〈国立科学 財団)へ派遣 され た。 これ は、科学技 術振 興調 整費 個別 重要 国
際共 同研究 「研究 開発活動 の構 造的特 徴 に関す る 日米比 較研 究」の一環 と して 、米
国 にお ける科学技 術研究 開発 構造 につ いて 、NSFの有す る科学 技 術指標 関連 デ ー タ
を利用 しぷ蕊 の専門 家 の知 見を交え て、その解 明を図 る こ とを 目的 とす る もの で
あ る。
○米 セ ラキ ュー ズ大 学 のパ リー ・ポーズ マ ン(Dr.BarryBozeman)氏が 、昭和64年1
月5日か ら平 成元年1月20日の 間、当研 究所 に特別 研究 員 と して滞 在 し、研究 活動 を
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行 ったほか 、1月13日、当研究所 にて 所内 セ ミナーを実 施 した。
◎ 今後 の予定(講演)/UpcomingEvents
2/3(金)午後2時 ～4時
2/17(金)午前10時30分～12時
2/22(水)午後2時～4時
2/27(月)午前10時～12時
場 所 当研究所2F会 議室
「科学 技術政 策 の今 日的課題 」
Dr.Freeman(英国 サセ ックス大学)
「日本 人の 自然観」に ついて
梅原 猛氏(国際 日本 文 化研究 セ ンター所長)
「科学技 術政策 研究 の現 状 と展望 」
Dr。Branscomb(米国 ハ ーバ ー ド大 学)
「国際 化社会 にお け る知 的交 流の 課題 」
武 者小 路公秀(国連 大学 副学 長)
◎ 入 手 文 献 。資 料 情 報/Literatures&DocumentsInformati◎n
当 所 で 最 近 受 け 入 れ た 主 な 資 料 は 以 下 の と お り で す 。
命SeientificC◎mmunicati◎nandit'ationalSecurity:MS,甑E(米国):1982
禽lnformationSecurityPr◎gramRegulation:D◎D(米国):1986.6
禽Ba}ancingtheNationalInterest-U.S、Nati◎RalSecurityExportCont
-rolsandGloba1£c◎n◎micCo田petiti◎n-:NAS,NAE(米国):1987
禽TheDefenseTechnologyBase-ASpeciaiRep◎rt◎f◎TAassessmenton
田aintainingtheDefenceTechRologyBase-:OTA(米国):1988
蓼科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒10◎ 東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1-11--39電 話 ◎3(581)2391,2392
命NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnol◎gyAgency,Japan
◇Al)DRESS:1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda・-ku,Tokyo,1◎0
〈・PHOI'E:03(581)2391,2392◇FAX:03(5◎3)3996
?
??
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